







その他のタイトル 〈Notes〉The treaty-making power under the










Kenneth W. Colegrove） 博 士 は、American 
Journal of International Law に、明治憲法下に
おける条約締結権限に関する、“The Treaty-































₁ 　Kenneth Colegrove, ＂The Treaty-Making Power in Japan＂, The American Journal of International Law, Vol. ₂₅, 














































































₅ 　₁₈₅₀年 ₁ 月₃₁日のプロイセン憲法第₄₈条は「国王は宣戦を布告し、平和条約を締結し、外国の政府と
その他の条約をも締結する権利を有する。通商条約である場合、あるいはそれによって国に負担が課
せられ又は個々の国民に義務が課される場合には、有効となるためには議会の承認が必要である。」と
規定していた（高田敏・初宿正典編訳『ドイツ憲法集（第 ₆ 版）』₆₆頁（信山社 ₂₀₁₀））。
₆ 　₁₈₇₁年 ₄ 月₁₆日のいわゆるビスマルク憲法第₁₁条第 ₃ 項は「外国との条約が , 第 ₄ 条により帝国立法



































































































































































































































₇ 月₁₆日の憲法法律（Loi constitutionnelle du ₁₆ juillet ₁₈₇₅ sur les rapports des Pouvoirs publics ）」第 ₈ 条

































































































































































































































₁₄　博士はここで、枢密院における審議内容が公表されている事例として、東京朝日新聞（₁₉₃₀年 ₉ 月 ₄


































































































































₂₂　ここで博士の原文は次の通り記述している。“Certain international postal conventions require ratiﬁcation. 
But agreements that are administrative in character and which fall within the jurisdiction of the Department of 
Communications are concluded by delegates without full powers and bound by strict instructions.・・・・These 
agreements do not require subsequent ratiﬁcation＂.
















































































₂₆　博士は Dai Nippon Teikoku Gikai-shi, or Parliamentary Record of the Imperial Japanese Diet, Vol. XI (Feb. ₁₂, 






































































₂₇　博士は、Dai Nippon Teikoku Gikai-shi, or Parliamentary Record of the Imperial Japanese Diet, Vol. XI (Feb. 
₁₇, ₁₉₂₀), p₁₇₇₇-₁₇₇₉. を引用している。本稿では、第₄₂回衆議院議事速記録第₁₄号大正 ₉ 年 ₂ 月₁₇日（火









































































₃₂　ここで博士は、Dai Nippon Teikoku Gikai-shi, or Parliamentary Records of the Imperial Japanese Diet, Vol. II 











































































₃₄　ここで博士は、Dai Nippon Teikoku Gikai-shi, or Parliamentary Records of the Imperial Japanese Diet, Vol. II, 




















































































































































































































































































































₃₈　₁₉₃₀年 ₅ 月 ₂ 日、₃ 日、₅ 日付東京朝日新聞。











































































委員会と憲法の一重大原則」国家学会雑誌第₃₁巻 ₈ 号（₃₆₆号）₁ 頁（₁₁₃₇頁）（₁₉₁₇）を引用している。













































































₄₂　条約法に関するウィーン条約第 ₂ 条 ₁（a）。










































₄₆　第₁₂₉回国会衆議院予算委員会会議録第 ₉ 号 ₇ 頁（平成 ₆ 年 ₅ 月₂₅日）大山内閣法制局長官答弁。
₄₇　第₁₆回国会参議院外務委員会会議録第₁₁号 ₁ 頁（昭和₂₈年 ₇ 月₁₄日）。
₄₈　なお条約が事前承認以外であった事例はそれぞれ以下の通り。（中内康夫（外交防衛委員会調査室）「条
約の国会承認に関する制度・運用と国家における議論－条約締結に対する民主的統制の在り方とは－」




件名 締結手続等 発効 国会承認
₁₂ 国際小麦協定（閣条 ₃ 号） ₁₉₅₁.₇.₂₃ 加入書寄託 ₁₉₅₁.₇.₂₃ ₁₉₅₁.₁₁.₁₇
₁₆
航空運送規則統一条約（閣条 ₁ 号） ₁₉₅₃.₅.₂₀ 批准書寄託 ₁₉₅₃.₈.₁₈ ₁₉₅₃.₇.₁₀
戦争犠牲者の保護に関するジュネーブ諸
条約（閣条 ₂ 号）（※）
₁₉₅₃.₄.₂₁ 加入通告 ₁₉₅₃.₁₀.₂₁ ₁₉₅₃.₇.₂₉




₁₉₅₃.₁₀.₂₆ 署名 ₁₉₅₃.₁₀.₂₉ ₁₉₅₃.₁₁.₇
₁₈
日米通商航海条約第 ₈ 条 ₂ についての留
保に関する交換公文（閣条 ₁ 号）
₁₉₅₃.₈.₂₉ 公文の交換 ₁₉₅₃.₁₀.₃₀ ₁₉₅₃.₁₂.₈




₁₉₅₅.₂.₁ 署名 ₁₉₅₅.₂.₁ ₁₉₅₅.₆.₃




₁₉₆₁.₆.₂₈ 適用通告 ₁₉₆₁.₆.₂₈ ₁₉₆₁.₁₀.₃₁
我が国のガット譲許表修正撤回文書（対
独）（閣条 ₂ 号）
₁₉₆₁.₆.₂₈ 適用通告 ₁₉₆₁.₆.₂₈ ₁₉₆₁.₁₀.₃₁



















































































（広部和也・田中忠編『国際法と国内法 - 国際公益の展開』（勁草書房 ₁₉₉₁）所収）。
185
明治憲法下の外交大権における条約締結権限 （松澤）
は、国境を越えて個人が相互にシームレスに
リンクする社会が形成されつつあり、これに
伴って内政との比較における国際関係の特殊
性は希薄化し、また、国家関係の処理という
意味での外交とは関係なく、世界中で個々人
間の関係が形成・組織化されつつある。この
ような時代において、世界中で生成・発展
し、接触・牴触して、さらには紛争に関係す
る多くの人々が構築する、各種の「関係」に
係るルールをどのように形成し、その遵守を
確保していくのかが現代の課題であり、それ
に近代国家がどのようにかかわっていくかが
現代外交の課題の一つであって、さらにそれ
に関係する具体的な問題の一つとして、条約
の締結、条約の国内における承認、そして条
約の効果のあり方についてどのように考える
かが、今後の検討課題の一つとなると思われ
る。
（元筑波大学非常勤講師）
